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１．はじめに 

社会資本整備審議会道路分科会建議中間とりまと

め（平成24年6月）の具体的施策の中で、「低炭素型

モビリティの普及促進に向けた対応、道路空間のグ

リーン化」が提案され、今後の方向性の低炭素型社

会への対応の１つとして、「道路施設の省エネ化（LED

照明の積極的な採用、再生可能エネルギー発電施設

の活用）」が示されている。 

また、国土交通省技術基本計画（平成24年12月）

において、技術政策上、特に技術研究開発を進める

上で考慮すべき課題として、エネルギーの有効活

用・消費の最小化が示されている。 

そのため国総研は、道路管理者に求められる役割

を踏まえた上で、道路施設の一層の省エネルギー化

の推進および再生可能エネルギーの導入に向けた今

後の技術開発の方向性を整理するために、必要な情

報を収集し、方向性の検討を行った。 

２．電力需要量調査 

国内の道路施設における電力使用特性（時間変動）

や電力需要量を把握するため、全国の国道事務所の

電力使用量を調査した。 

本調査の結果、道路施設のうち電力負荷が大きい

施設は、道路照明、トンネル（照明および換気設備）、

融雪設備（ロードヒーティング等）であった。調査

結果に基づき、全国での電力需要量を推計した結果、

直轄国道における電力使用の内訳は、道路照明35%、

トンネル32%、融雪設備15%、排水設備・中継所・表

示板等10%、道の駅8%となった。 

全国のトンネルの約76.6%（箇所ベース）は延長

500m未満であること、トンネルの照明設備および換

気設備に関する設置条件の特徴を踏まえ、トンネル

延長の階級ごとに調査対象トンネルの電力消費量を

整理した（図）。 
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図：トンネルの電力消費量 

  

３.技術開発の方向性検討 

道路施設のエネルギー需要の特性、我が国のエネ

ルギー政策の方向性等を踏まえて、課題を整理し、

今後開発を促進すべき方向性について、次の5つのテ

ーマ（案）を整理した。 

①需要特性に応じたエネルギーシステム構築のため

の研究・開発 

②次世代自動車普及にあわせた基盤整備のための研

究・開発 

③防災機能強化のための拠点におけるエネルギーシ

ステム構築のための研究・開発 

④国土強靱化に向けた道路全体でのエネルギーシス

テム構築のための研究・開発 

⑤統合インフラ構築のための研究・開発 

４.成果の活用 

本研究で得られた電力需要量等については、さら

なる検証を行い、道路施設において一層の省エネル

ギー化に資する技術および再生可能エネルギー技術

の研究・開発推進に活かす予定である。 
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１．はじめに 

2015年11月に開催予定のCOP21に向け、京都議定書

目標達成計画に続く、わが国における新たな温室効

果ガス削減計画の策定が、現在政府において進めら

れているところである。道路環境研究室では、自動

車からの二酸化炭素（以下CO2）排出量のモニタリン

グ手法及び道路供用等に伴う自動車からのCO2排出

量変化の予測手法の研究開発を進めている。 

２．検討方法  

 道路整備によるCO2排出削減効果を定量的に明ら

かにするため，民間プローブカーやトラフィックカ

ウンターで収集した「道路交通データ」（交通量、

旅行速度）を用いて、個別道路事業の供用前後にお

けるCO2変化量等を算出した。 

３．検討結果 

道路交通データから算出した地域ブロック別の

CO2排出量は、インベントリデータ（燃料消費量に基

づく温室効果ガス排出量データ）から算出したCO2

排出量と概ね合致した。（図-1参照） 

また、道路供用前後１年同月の道路交通データを

用いて、道路整備によるCO2排出変化量等を算出し比

較を行った。（図-2参照） 

その結果、道路整備による平均旅行速度の改善効

果を把握するとともに、交通量が増加した区間でも、

平均旅行速度の改善によりCO2排出量は増加してい 

図-1  CO2排出量算出値の比較結果 

 

ないことを確認することが出来た。 

４．今後の予定 

本検討で得られた成果及び知見を基に、今後更な

る検証を行い、自動車からのCO2排出量のモニタリン

グ手法及び道路供用等に伴う自動車からのCO2排出

量変化の予測手法を構築することを予定している。 

 

【参考】 

1) 国総研資料 No.671 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0671.htm 
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図-2 道路交通データを用いた道路整備前後の平均旅行速度、交通量及び CO2排出量の変化量（国道 23号豊橋 BP） 

事業名 国道 23 号名豊道路（豊橋バイパス） 

比較項目 【平日】昼間 12 時間平均旅行速度 

比較対象 供用前：H24.2 ， 供用後：H25.2 

 

整備区間

平均旅行速度
が増加

事業名 国道 23 号名豊道路（豊橋バイパス） 

比較項目 【平日】24 時間 CO2 排出量 

比較対象 供用前：H24.2 ， 供用後：H25.2 

 

整備区間

CO2排出量は
増加していない

事業名 国道 23 号名豊道路（豊橋バイパス） 

比較項目 【平日】24 時間交通量（全車） 

比較対象 供用前：H24.2 ， 供用後：H25.2 
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交通量は増加
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